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Abstract 
Objectives: Obesity is a major public health concern. The transition from adolescence 
into young adulthood is recognized as an influential period for excess weight gain. 
Theirfore, we have developed CPA [Check-Plan-Action] smart lifestyle program to 
prevent adolescent’s weight gain. The purpose of this study was to examine the 
efficacy of this program in Japanese female adolescents. 
Methods: Thirty two female adolescents (Mean age:18.5+/-0.6 years, Body Mass 
Index (BMI): 21.2+/-2.4 kg/m2) were nonrandomly assigned to CPA intervention (n=16, 
BMI: 21.7+/-2.9 kg/m2) or control (n=16, BMI: 20.8+/-1.9 kg/m2). Intervention 
participants received a CPA booklet and a mobile-based self-monitoring system ID. 
According to the CPA booklet, they selected one course among 2 kinds of courses (PA 
or nutrition). After they set two or three behavioral goals, they monitored their goal 
attainment and daily walking step for 12 weeks via mobile. 
Results: All participants completed the program. Although control participants gained 
BMI (Pre: 20.8+/-1.9, Post: 21.2+/-1.8 [kg/m2]) and weight (Pre: 51.3+/-6.1, Post: 
52.2+/-5.5 [kg]), intervention participants lost BMI (Pre: 21.7+/-2.9, Post: 21.3+/-2.6 
[kg/m2]) and weight (Pre: 55.7+/-9.5, Post: 54.7+/-8.7 [kg]) after 12 weeks (P<0.01). 
Intervention participants increased high-intensity PA levels (Pre: 6.5+/-14.0, Post: 
19.3+/-30.1 [METs*h/wk]), but control participants reduced high-intensity PA levels 
(Pre: 7.3+/-13.2, Post: 6.7+/-13.0 [METs*h/wk], P<0.01) 
Conclusions: These results suggested that mobile-based CPA smart lifestyle program 
may have short-term beneficial effects on weight control and PA promotion. 
Key words: Information Communication Technology, mobile, physical activity, obesity prevention 
九州地区国立大学教育系・文系研究論文集 第 2 巻第 1 号  2014 年 
-2- 
 
Ⅰ．研究の背景と目的 
 わが国の２型糖尿病およびメタボリックシンドローム（以下、MS）の増加が国家的な問
題に発展しつつある。2006年度の国民健康・栄養調査によると、糖尿病が強く疑われる者
は820万人で1997年の690万人から130万人の増加と報告されている1)。また、同調査による
と、MS該当者とその予備軍は1940万人と推定されている1)。特に、糖尿病性腎症など合併
症を含んだ糖尿病の医療費は1.8兆円ともいわれており2)、国家財政が危機的状況にあるな
か、2型糖尿病やMSなどの生活習慣病対策は喫緊の課題である。 
 特にMS保有者の急激な増加に対する対策として、本邦では2008年度より特定検診・特定
保健指導が開始され、定期健診で発見されたMS保有者に対する取組みは一定の評価を得て
いる3)。しかし、MS該当者とその予備軍は1940万人におよび、現在の保健指導者のみでこ
の全対象者にアプローチしていくのはきわめて難しいといえる。そのため、効果的かつ効率
的な保健事業を可能とする介入の方法論が必要と考えられている。 
 一方、我が国の携帯電話やPHSなどの契約数4)は2013年度末時点で1億4千万台目前に迫
る中、携帯電話などのインターネット機能を用いた健康支援サービスが増加傾向である5)。
携帯電話を活用した身体活動促進プログラム「i-exer」が2003年に日本で報告6)されて以来、
欧米を中心に行動変容に対する効果がいくつか報告されてきている7-10)。これまでの通信指
導による介入研究では、健康支援者による対面などによる個別指導は有効であるものの費用
対効果は低く、それを補う方法として小冊子などの印刷教材の活用が進められてきている11)。
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また、印刷教材は適切に使えば効果的であるが指導者と参加者の相互作用を生み出しにくく、
情報通信技術（以下、ICT）の利用は指導者の負担を軽減し、参加者との相互作用は増すが介
入成功率は低い、と報告されている5)。そこで、生活習慣介入を効率的かつ効果的に行うに
は、印刷教材と効率的な情報提供を可能とするICTの組み合わせが不可欠である。 
そのような背景から、我々は2型糖尿病やMSの一次予防を目的とした印刷教材とモバイル
型健康支援システムから構成される行動変容プログラム「CPAスマートライフスタイル」を開
発した7)。本プログラムは印刷教材（小冊子）とモバイル型健康支援システムにより構成され
ている。本プログラムを用いた介入では、まず小冊子にて基礎的な情報提供と自身の生活行
動のチェック（CPAのCはCheckの頭文字）、行動目標の設定（CPAのPはPlanの頭文字）を対
象者に行わせる7)。その後の実践場面（CPAのAはActionの頭文字）では、自身の携帯電話や
パソコンからインターネット経由でモバイル型健康支援システムにアクセスし、行動目標の
達成状況やプログラム提供者からの助言を受け意欲を維持しながら進めていく12)。 
CPAスマートライフスタイルを用いた介入の評価も進んでおり、小冊子を配布しただけでも
高齢者の歩数増加や若干の減量が認められる12)ことや、小冊子を用いながらの運動教室で中
年女性に対し減量効果が期待できる13)こと、さらには職域にて小冊子とICT経由でのサポー
トが長期の血糖指標の改善を導く14)ことなどが報告されている。しかし、上記の研究ではい
ずれも介入を受けない対照群が設定されていなかった。また、別の研究15)では、中高年者に
対し小冊子による介入後のサポートを携帯帯電で提供すると中高年女性の参加が極端に少
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なくなることも明らかになっていた。そのため、対照群を設定した介入研究の実施と携帯電
話の利用になれた若年者でのプログラムの適用という課題が残されていた。 
そこで、本研究の目的は、印刷教材とモバイル型健康支援システムから構成される行動変
容プログラム「CPAスマートライフスタイル」を、体重コントロールへの関心度が高いと思わ
れる女子大学生に適用した12週間の介入が減量と行動変容への効果を評価することであっ
た。 
 
Ⅱ．研究方法 
１）対象者（図１） 
本研究の対象者は、国立大学法人佐賀大学において教養教育として展開される健康スポー
ツ科目を受講する 1年次女子大学生 32名（平均年齢 18.5± 0.6歳、 Body Mass 
Index[BMI]21.2±2.4kg/m2）であった。 
佐賀大学において健康スポーツ科目は1年次に必修となっており、健康スポーツ科学の関
心の有無に関わらず全学生が受講することとなっている。 
今回は2011年度に開講された健康スポーツ科目から２つのクラスを無作為に抽出し、一つ
目のクラスを通常の健康スポーツ科目を受講する対照群（16名）とし、2つ目のクラスを対照
群の情報提供に加えて印刷教材とモバイル型健康支援システムによる体重コントロール介
入を行うCPA介入群（16名）とした。全対象者に研究の趣旨説明を行い、その後に書面による
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研究参加の同意をえた。 
  
２）方法 
a）研究方法（図１） 
 介入期間は12週間であった。本プログラムによる介入を提供する1週間前の授業時に、体組
成の測定を行うとともに、質問紙を配布し、身体活動やメンタルヘルスなどの評価を行った。
介入群と対照群の被験者全員に身体組成の結果説明と体重増加と生活習慣病の関連性を解
説した。介入群の対象者には、印刷教材を1冊とモバイル型健康支援システムにアクセスする
ためのQRコードを配布した。介入群の対象者は、自身の携帯電話にてモバイル型健康支援シ
ステムにアクセスし、自ら設定した行動目標の達成状況を入力し、プログラム提供者からの
助言を受けた。 
12週間後の介入終了時にも介入前と同様の体組成測定と質問紙調査を実施した。対照群の
対象者には介入群と同時期に同様の測定を実施し、研究終了後に介入プログラムの提供を行
った。 
 
b）介入群に対する介入方法 
 介入群に対しては、印刷教材とモバイル型健康支援システムを用いたCPAスマートライフ
スタイルにより以下のような介入を提供した。すなわち、介入群の参加者全員に印刷教材と
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して小冊子「自分で選ぶCPAスマートライフスタイル」16）およびセルフモニタリングシート
を無償配布し、利用方法に関する説明を行った。 
 印刷教材の中には、６つの健康行動に関するコース（運動、食事、睡眠、ストレスケア、
飲酒、喫煙）があるが、今回の介入群の対象者全員に食事コースを選択させた。それに加え
て歩数増などの身体活動増加の目標を1つ以上設定するように指示した。その後、モバイル型
健康支援システムに簡易にアクセスするためのQRコードを配布し、自身の携帯電話にて登録
し、先に設定した食と身体活動増加の行動目標を選択するように指示した。本シシテムは、
健康行動の振り返り、行動目標の選択、実践とセルフモニタリングの記録の開始という、印
刷教材の中で指示されている流れで生活習慣改善を開始できるように設計されている7)。 
 
３）測定指標 
ａ）形体指標 
形体指標はオムロン体重体組成計カラダスキャンHBF-361を用いて、体重（kg）、BMI（kg/m2）、
体脂肪率（％）、骨格筋率（％）、基礎代謝（kcal/day）の測定を行った。身長は直近の測
定値を自己報告させ用いた。 
 
ｂ）身体活動・不活動 
 村瀬ら17)によって加速度計との比較により日本語版の妥当性と信頼性が検証されている
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International Physical Activity Questionnaire日本語短縮版（以下、I-PAQ）を用いた。I-
PAQは世界保健機関のワーキンググループによって、身体活動を評価し国際比較するために
作成された。過去1週間または平均的な1週間において高強度および中等度の身体活動につい
て実施した日数ならびに時間を質問し、8METs以上の高強度、4～7METsの中等度、そして
歩行活動量という3種の活動量を算出することができる。本研究では上記3指標を合計し「総
身体活動量（METs・時/週）」を算出した。また、不活動の指標として平日と休日の座位を
中心とした不活動時間を平均し「不活動時間（時間/週）」を算出した。I-PAQ短縮版におけ
る不活動時間とは「毎日座ったり寝転んだりして過ごしている時間（仕事中、自宅で、勉強
中、余暇時間など）についてです。すなわち、机に向かったり、友人とおしゃべりをしたり、
読書をしたり、座ったり、寝転んでテレビを見たり、といった全ての時間を含みます。なお、
睡眠時間は含めません」と定義されている。 
 
ｃ）運動セルフ・エフィカシー 
 岡18)によって信頼性と妥当性が検証された運動セルフ・エフィカシー尺度を用いた。運動
セルフ・エフィカシーは、運動の実施・継続に関連する指標であり、異なる状況や障害にお
かれても、逆戻りすることなく運動を継続して行うことができる見込み感を測定する尺度で
ある。本尺度は5項目（うち1項目は無関項目）で構成されており、回答の際は「全くそう思
わない（1点）」から「かなりそう思う（5点）」の5つからあてはまるものを選択させた。本
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尺度の得点範囲は4点から20点であり、得点が高いほど運動を実施・継続する効力感が高いこ
とを示す。 
 
ｄ）メンタルヘルス 
 本田ら19)が妥当性と信頼性の検証を行ったGeneral Health Questionnaire12項目版（以下、
GHQ12）を用いた。GHQ12は抑うつや不眠などの精神医学的症状に関する12の質問項目につ
いて、以前に比べ最近1ヶ月間の症状の頻度を4段階の中から選び回答するものである。各項
目に対し「特に多い」または「いつもより多い」など抑うつ度が高いと判断される最後2つの
カテゴリーを選んだ場合に1点、その他を0点とする。12項目の合計得点が高いほどメンタル
ヘルスが不良であることを示す。 
 また、日中の過剰な眠気の指標として、Takegami et al20)が開発したエップワース眠気尺度
の日本語版を用いた。本尺度は８項目からなり、得点が高いほど昼間に過剰な眠気を感じて
いる度合いが強いことを表している。 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究は、健康スポーツ科目の中で授業の一環として取り組んだ研究である。授業の中で
本研究を実施することの了承は得ており、また研究対象者全員に、本研究の趣旨説明を十分
に行い、書面により同意を得た。対照群は研究期間中に介入プログラムを受けていないため、
九州地区国立大学教育系・文系研究論文集 第 2 巻第 1 号  2014 年 
-9- 
 
研究終了後に提供することを事前に通知した。 
 
４）統計解析 
 介入群と対照群の介入前特性の比較には対応のないｔ検定を、介入効果の検証には群（介
入群と対照群）と時間（介入前と介入後）の2要因の分散分析を用いた。身体活動量の変化と
各体組成指標の変化の関連性の検証ではピアソンの積率相関係数を求めた。有意水準は5％
未満とした。 
 
Ⅲ．結果 
１．参加者の特性（表１） 
介入群16名と対照群16名の介入前特性は表１の通りである。全ての項目で有意差は認めら
れなかった。 
 
２．体重コントロールに対する有効性の検討（表２） 
 12週間の介入前後における体重やBMIなどの形体指標に対する介入効果を検討した結果、
BMI、体重、体脂肪率、骨格筋率に交互作用が認められた。その詳細は以下の通りである。 
分散分析の結果、BMIには交互作用（F=10.4, P=0.003）が認められた。すなわち、介入群
のBMIは介入前の21.7±2.9kg/m2から12週後の21.3±2.6kg/m2へと減少したのに対し、対照群
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では20.8±1.9kg/m2から21.2±1.8kg/m2へと増加していた。 
体重においても交互作用（F=7.61, P=0.01）が認められた。すなわち、介入群の体重は介
入前の55.7±9.5kgから12週後の54.7±8.7kgへと減少したのに対し、対照群では51.3±
6.1kgから52.2±5.5kgへと増加していた。 
また、体脂肪率（F=33.8, P<0.001）と骨格筋率（F=13.9, P=0.001）にもそれぞれ交互作
用が認められた。すなわち、介入群の体脂肪率は25.6±4.1％から23.7±4.0％へと減少した
のに対し、対照群では25.1±3.4％から26.3±2.7％へと増加していた。骨格筋率は、介入群
で27.8±1.3％から28.8±1.5％へと増加（改善）したのに対し、対照群では27.4±1.4％から
26.7±1.8％へと減少（悪化）していた。 
基礎代謝量には主効果や交互作用は認められなかった。 
 
３. 行動変容に対する効果（表２） 
 身体活動指標として、総身体活動量を解析に用いた。また、高強度と中等度、歩行による
身体活動量についても検討した。その結果、高強度身体活動量のみに時間の主効果（F=4.27, 
P=0.047）と交互作用（F=5.13, P=0.031）が認められた。すなわち、介入群の高強度身体活
動量は介入前の6.5±14.0METs*時／週から12週後の19.3±30.1METs*時／週に増加したが、
対照群では7.3±13.2METs*時／週から6.7±13.0METs*時／週とやや減少していた。 
 その他の身体活動指標には有意差は認められなかった。 
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 身体活動の変化と形態指標の変化の関連性を検討した結果、総身体活動量の変化量と骨格
筋率の変化量に有意な正の相関関係（r=0.358, P=0.044）が、また中等度身体活動量の変化
量と骨格筋率の変化量に有意な正の相関関係（r=0.506, P=0.003）が、さらに高強度身体活
動量の変化量と体脂肪率の変化量に有意な負の相関関係（r=-0.376, P=0.034）が認められ
た。 
 
４. メンタルヘルス指標に対する効果（表２） 
 本研究における介入がメンタルヘルス指標（日中の過剰な眠気と精神的健康度）に及ぼす
影響を検討した結果、各指標とも有意な変化は認められなかった。 
 
Ⅳ．考察 
 体重コントロールに関心が高いと思われる女子大学生16名に対し、印刷教材とモバイル型
健康支援システムを用いた介入プログラムを提供し、一般的な健康情報のみを受ける対照群
の女子大学生16名との比較検討を行った。その結果、介入群のみに有意な減量効果（BMI、体
重および体脂肪率）が認められ、対照群ではその効果は認められなかった。また、骨格筋率
の有意な増加も介入群のみで認められていた。さらに、相関分析の結果から、骨格筋率の増
加には総身体活動量や中等度身体活動量の増加が、また体脂肪率の減少には高強度身体活動
の増加が影響した可能性が推測された。以上の結果から、今回介入に用いた行動変容プログ
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ラム「CPAスマートライフスタイル」は女子大学生の高強度身体活動量を増加させ、体組成の
改善に対し効果的である可能性が高いと考えられた。 
 CPAスマートライフスタイルが行動変容と体重コントロールに有効であった理由としては、
以下のことが考えられる。すなわち、介入群には行動科学に基づく介入が提供されたという
点である。行動科学は食や運動行動の変容に最も有効と考えられており21）、実際に高強度身
体活動にその効果が認められていた。一方、対照群は一般的な健康関連情報を受け取ってい
たものの、知識のみの提供では従来から言及されているように行動変容は導けず、さらには
体組成の悪化につながったものと考えられる。 
 今後の研究課題として、まず本研究成果が無作為割付介入試験でも確認できるのかを確認
する必要がある。次に、対象人数を増やし、費用対効果の検証も進めるべきであろう。また、
健康スポーツ科目のような授業は各大学で必修であることが多く、このような授業を用いた
体重コントロール介入を導入し、卒業後の生活習慣病予防のためのスキルを獲得させること
を検討すべきであると思われる。 
 
Ⅴ．付記 
 本研究は厚生労働科学研究費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 
（研究代表：山津幸司）の一部として実施された。 
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健康スポーツ科目の２クラスを抽出
CPA介入群（16名）
・小冊子を用いた生活行動のチェック
・行動目標の設定
・モバイル型健康支援システムに登録
モバイル型健康支援システムを用いたサポート
12週間 ・専用HPを用いた行動目標の達成状況入力
・プログラム提供者による毎週1回のチェックと助言
・専用HP内での随時の個別相談
完全終了者：32名
（介入群16名、対照群16名）
介入1週間前の測定会 （32名）
・体組成（体重、体脂肪率など）
・質問票
図１ 介入プロトコルと対象者の推移
対照群（16名）
・12週間は通常の健康情報提供のみ
・研究終了後にプログラム開始の伝達
介入後の測定 （介入群16名、対照群16名）
・身体指標（体重、体脂肪率など）
・質問票
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表１．対象者の介入前特性の比較
平均 （SD） 平均 （SD） t値 p値
年齢（歳） 18.4 (0.6) 18.6 (0.5) 0.93 0.358
BMI（kg/m2) 21.7 (2.9) 20.8 (1.9) 0.98 0.333
体重（kg） 55.7 (9.5) 51.3 (6.1) 1.56 0.130
体脂肪率（％） 25.6 (4.1) 25.1 (3.4) 0.42 0.680
骨格筋率（％） 27.8 (1.3) 27.4 (1.4) 0.80 0.429
基礎代謝（kcal） 1223 (135) 1181 (74) 1.09 0.286
総身体活動量（METs*時/週） 22.7 (19.1) 42.3 (44.8) 1.61 0.123
高強度身体活動量（METs*時/週） 6.5 (14.0) 7.3 (13.2) 0.16 0.877
中等度身体活動量（METs*時/週） 4.3 (7.2) 12.4 (28.0) 1.13 0.267
歩行活動量（METs*時/週） 12.0 (15.4) 22.6 (27.8) 1.34 0.189
座位安静時間（時間／日） 7.6 (2.7) 6.3 (2.3) 1.42 0.167
平日座位安静時間（時間／日） 7.4 (3.1) 6.5 (2.8) 0.86 0.394
休日座位安静時間（時間／日） 7.8 (3.0) 6.1 (2.4) 1.68 0.103
運動セルフ・エフィカシー（点） 11.2 (3.4) 8.5 (4.2) 1.97 0.058
日中の過剰な眠気得点（点） 9.5 (5.1) 7.2 (4.3) 1.38 0.177
GHQ12項目得点（点） 2.1 (2.3) 1.1 (1.6) 1.51 0.143
*p<0.05, **p<0.01
CPA介入群
（16名）
対照群
（16名）
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